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研究成果の概要（和文）：　本研究は、近年改組が進められてきた教職大学院における理科教育に関する実践研
究の実態と今後の課題を明らかにしようとしたものである。そのため全国の教職大学院の実態調査や最近提出さ
れた理科関連の実践報告書を収集した。収録した実践報告書は38教職大学院から351編である。
　分析の結果、同大学院における研究は授業実践に根差した研究となっていた。研究内容はこれまで行われてき
た理科教育的研究に加えて、実験を含めた教材開発研究がもう１つの研究の柱にもなってきている。また，高等
学校での研究が相対的に増えている。一方で、理科教育の理論研究や国際的な研究については、ほとんど研究例
を認めることができなかった。

研究成果の概要（英文）：　This study attempted to clarify the actual status and future issues of 
practical research on science education at graduate schools of teacher education that have been 
undergoing reorganization. For this purpose, we surveyed the actual conditions at graduate schools 
of teacher education nationwide and collected recently submitted theses on science-related 
practices. The total of 351 theses from 38 graduate schools of science education were collected.
　The results of the analysis showed that the research at the graduate schools is based on classroom
 practice. In addition to the science education research that has been conducted so far, research on
 the development of teaching materials, including experiments, has become another core of research. 
In addition, research at upper secondary schools is relatively increasing. On the other hand, few 
examples of theoretical research on science education and international research could be found.

研究分野：理科教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　教職大学院のカリキュラムは、新設当初、教科色が薄められ実践的指導力の育成に特化した授業科目が設定さ
れていた。しかし、ここ数年、新たに設置され、或いは、改組が進む専攻では、教科内容を含むコースが増えて
きている。本研究では、これらの変革によって、本大学院で行われる実践研究の内容が，どのような変化が起き
ているのかを明らかにした。
　社会的な意義としては、同大学院の研究では教育実践をベースにした理科教育的研究が行われている一方で、
教材開発研究がもう一つの柱にもなってきていることが明らかになった。この結果から同大学院が高等学校関係
者の理科研究の受け皿にもなってきていることが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
教職大学院は、子どもたちの学ぶ意欲の低下、いじめや不登校などの今日的な課題が複雑・多
様化する中で、こうした変化や諸課題に対応しうる高度な専門性と豊かな人間性・社会性を備え
た力量ある教員が求められ、「今後の教員養成・免許制度の在り方について（中教審答申、平成
18年 7月 11日）」を受けて、平成 20年 4月１日より開設された。教員養成系大学の修士課程
はこの教職大学院に移行していった。当初、19大学でスタートした教職大学院は、平成 30年 5
月 1日時点で 54大学 54専攻に増加した。教職大学院のカリキュラムは、新設当初、教科色が
薄められ、実践的指導力の育成に特化した授業科目とともに長期にわたる実習が設定された。そ
の一方で、これまで培った教科教育学研究の成果や教科特有の教科内容、教科方法の取り込み、
さらには、従来の修士論文に替わる学修の成果としての報告書については、その位置づけや研究
指導に共通理解が得られているとは言い難かった。しかし、ここ数年、新たに設置され、あるい
は、改組が進む専攻では、従来の修士課程のように教科内容を含むコースが増えてきた。これら
の新たな教職大学院が、今後どのような成果が上がるのかは未知数であった。 
なお、本研究に先立ち、科学研究費・挑戦的萌芽研究「教職大学における学修の成果としての
報告書にみる教科教育学研究の現状と課題（課題番号 15Ｋ13227）：平成 27年度-29年度」にお
いて、教職大学院に提出された「学修の成果としての報告書」の基本的な内容構造と教科教育学
的な特質を明らかにしている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、近年、新設や改組が進められてきた教職大学院における理科教育に関する研究の実
態と今後の課題を明らかにしようとするものである。そこで、全国の教職大学院の実情を調査す
るとともに最近提出された理科関係の実践報告書を収集し、改組完了した教職大学院の実相を
明らかにする。 

 
３．研究の方法 
本研究を開始する以前に、全国から教職大学院設置当初の実践報告書1341編を収集していた。
そこで、この中から理科関連の研究を抽出するとともに、同時期に収集したフィンランド・ヘル
シンキ大学、ユヴァスキュラ大学の修士論文についても理科関係のものを抽出し、理科教育学の
視点でそれらの特徴を明らかにする。さらに近年の教職大学院改組による変化を明らかにする
ために、平成 31年度（令和元年度）から令和 5年度に提出された実践報告書を収集する。実践
報告書の閲覧・収集については、多くの大学で教職大学院事務室、あるいは図書館で閲覧・コピ
ーが可能であることが分かっている。それが難しい場合は、各大学の協力者から情報を得ること
にした。また、各教職大学院の実相に迫るため「日本教職大学院協会」のHPや教育実践研究報
告会に参加し情報を収集した。 
収集した実践報告書や修士論文については、質的データ分析であるテキストマイニングを用
いて多角的に分析し基本構造を明らかにした。分析ソフトは、富士通ソフトウェアテクノロジー
ズ社「トレンドリサーチ 2015」を使用した。 

 
４．研究成果 
（1）教職大学院における理科関係者の人数                     
図１は、令和元年度の教職大学院における理
科関係者の人数別の大学院数をまとめたもの
である。全国 54大学院のうち 19校で理科関係
者がゼロ人であった。また、4人以上は 8校の
みであった。この年度から大学院の改組が始ま
る。表 1は理科関係者が多い教職大学院を示し
たものである。改組年度と理科関係者の人数を
示す。令和 2年から令和 3年にかけて急速に理

科関係者の人数が増えている。こ
の傾向は募集定員の多い教員養成
系の大学院で顕著である。修士課
程に所属していた教員が教職大学
院に転属したものによるところが
大きい。そして、令和 5 年度をも
ってほぼ全ての大学で大学院改組
が完了している。その結果、定員が
50 人を超える教職大学院は 15 を
数える。現在、全国の教職大学院の
定員総数は 2544 人（令和 5 年 5
月１日現在）である。教科内容や教
科の方法などの取り込みを行って
改組を行った教職大学院において

図 1 理科関係者の人数から見た大学院数 

表 1 教職大学院における理科関係者の人数の変化 



は、理科関係者の所属人数も増える傾
向にある。改組の年度には、ばらつき
があるため既に教員数が増えていた
大学院もあるが、令和 5年度でほぼ安
定してきたものと考えられる。今回の
改組で急激に理科関係者が増えたと
ころも多いが、10 人を超えていた教
職大学院は逆に微減している。現在、
5人以上の理科関係者が所属する教職
大学院は 15 校に達している。また、
理科関係者がゼロ人であったところ
は令和 5 年度には 8 校に大幅に減っ
てきている。 
（2）収録した理科関連の実践報告書 
大学院改組が本格的に始まったのが平成 31 年度（令和元年度）からである。そこで、令和 2
年度以降の実践報告書を目途に収集した。収録できた実践報告書は、東京学芸大学など 34 の教
職大学院に提出された 351 編である。定員規模の小さい大学院では理科関係の実践報告書がな
い大学院もあった。なお、収録できた主な実践報告書は次の通りである。 

（3）実践報告書の分析結果 
 今回収録した実践報告
書を分析するに先立ち、平成
24-26年に収録したフィンラ
ンド（ヘルシンキ大学、ユヴ
ァスキュラ大学）194編の修
士論文と日本の教職大学院
1341 編の実践報告書につい
て理科関連の研究を抽出し
た。フィンランドの修士論文
については理科関係と断定
できる数が少なく、日本との
比較では全体同士で分析した。表 2 は、それぞれの研究物をテキストマイニングした結果であ
る。フィンランドも日本も同じようなキーワードが抽出されている。敢えて違いに言及するとす

図 2 所属理科関係者数毎の大学院数 

表２ 大学院改組以前の提出論文の比較 

〇 東京学芸大学（R2、R3、R4：64編） 
＊「思考力・判断力・表現力等の育成を重視した金属結晶の教材開発と授業実践」など 
〇 兵庫教育大学（R1、R2、R3、R4、R5：29編） 
 ＊「中学校第３学年「遺伝の規則性」における新たなモデル教材開発の試みと授業実践」など 
〇 愛媛大学（R2、R3、R4、R5：26編） 
 ＊「宇宙産業を題目とした STEAM教材の開発－ロケット教材の活用方法の検討を中心に－」など 
〇 大阪教育大学（R2、R3、R4：25編） 
 ＊「高等学校生物における観察・実験の開発－植物学者モーリッシュの実験書を用いて－」など 
〇 愛知教育大学（R3、R4、R5：21編） 
 ＊「高等学校教育における経験と知識の結びつきについて－実体験に基づく化学知識の定着化－」など 
〇 埼玉大学（R3、R4、R5：20編） 
 ＊「理科教育における主体的な学びに関する研究－OPPA論を中心として－」など 
〇 岡山大学（R1、R2、R3、R4：19編） 
 ＊「小学校理科における省エネルギーの取り組み－小学校６年生「電気の利用」において－」など 
〇 横浜国立大学（R４、R5：12編） 
 ＊「小学校理科における前知識の活用を基軸とした授業デザイン」など 
〇 広島大学（R3、R4、R5：12編） 
 ＊「分析・解釈する力の育成を図る中学理科授業の開発－モデル活用やモデル実践を通して－」など 
〇 福岡教育大学（R3、R4、R5：12編） 
 ＊「高等学校における「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実を目指した実践」など 
〇 宮城教育大学（R4、R5：11編） 
 ＊「高校物理における「質問づくり」を取り入れた授業実践」など 
〇 山梨大学（R3、R4：9編） 
 ＊「教科横断型授業の実践－気象観測機器を題材にした理科と技術科の接続－」など 
〇 鹿児島大学（R4、R5：8編） 
 ＊「高校化学における生徒の主体性向上－疑問の生成を促す授業導入の工夫－」など 
〇 上越教育大学（R5：6編） 
 ＊「新潟県五頭連峰宝珠山の維管束植物相」など 
〇 宇都宮大学（R4：5編） 
 ＊「理科の授業においての「主体的・対話的で深い学び」と発言のしにくさの関係性」など 
 
◎ その他の大学（R1－R5）：72編） 
 ＊「科学的な探究過程を重視した小学校理科の実践開発」など 

計 351編 



れば、フィンランドでは「教師」というキーワードが抽出されているのに対して、日本では「教
師」というキーワードは出てこない。なお、日本で 2番目の「教科」については、テキストマイ
ニングの分析の都合上、「国語」「算数」などの教科名を全て「教科」として分析したことによる。
また、理科関連の実践報告書のみを取り出したものと全体のものと大きな違いは見いだせない。 
次に、今回、収集した実践報告書 351 編を日本理科教育学会の発表分野（令和 5 年度より変
更）毎に分類したものが図 3である。最も多かったものは、「認知・動機付け・概念形成と発達」
分野であった。「学習指導・教材（高校・大学）」については、平成 27-29年の調査と比べて相対
的に増えている。該当するものが少ない分野は「国際比較」、「社会教育施設（博物館・科学館等）
との連携」、「科学史・NOS・科学哲学」、「文化・社会・ジェンダー」、「研究方法論」であった。
「幼児教育「環境」領域・生活科教育」については、調査の段階で対象外としたため少なくなっ
ている。 

図 3 日本理科教育学会の発表分野による分類（調査件数 351編中） 
 
今回収録した実践報告書に
ついてもテキストマイニング
を行った。表 3は、研究課題の
キーワードを抽出したもので
ある。全部で 400個のキーワー
ドが抽出された。その中で頻度
数上位には「授業」「学習」「実
践」「中学校」「開発」などのキ
ーワードが並ぶ。「授業」につい
ては重要度並びに出現頻度が
最も高く、半数近くの実践報告
書から抽出されている。教職大
学院での研究が授業に根差し
て行われていることが読み取
れる。なお、今回の調査では「教
材」というキーワードが頻度数
（47件、19.1％）で上位に来て
いる。ほぼ 5編に 1編のキーワ
ードとなっている。また、「高等
学校」というキーワードが順位
7番目にきている。このキーワ
ードは黎明期の実践報告書で
は低い順位（15位）で抽出され
たものである。 
次に、抽出されたキーワードのうち有意味なものを使って構造分析を行った。図 4 には黎明
期（平成 24-26 年に収録済み 56 編）である。図 5 は令和 1-6 年に収録した 351 編のものであ
る。赤枠で囲ったワードは出現頻度が上位 10位以内のものである。図 5から「授業」-「実践」
-「教材」-「開発」という構造の軸が読み取れる。特に「教材」-「開発」が強く結びついており、

＊ 収録した実践報告書 351編 

表 3 研究題目におけるキーワード（出現頻度順） 

順位 キーワード 重要度
関連テキス
ト数 出現頻度 出現％

1 授業 9.36 103 112 45.5%
2 学習 8.31 64 71 28.9%
3 実践 8.41 64 65 26.4%
4 中学校 7.53 61 61 24.8%
5 開発 7.98 57 59 24.0%
6 教材 7.78 43 47 19.1%
7 高等学校 7.27 43 43 17.5%
8 学習者 6.51 38 41 16.7%
9 育成 6.15 37 37 15.0%
10 活用 6.27 32 34 13.8%
11 小学校 5.89 30 31 12.6%
12 実験 5.46 23 25 10.2%
13 教育 4.76 22 25 10.2%
14 思考 5.12 23 24 9.8%
15 科学的 4.91 21 22 8.9%



この構造は黎明期には抽出されていなかったものである。 
今回の実践報告書の分析からは「科学的」-「思考」-「育成」など従来から抽出されてきた構
造に加え、「教材」というキーワードも重要な構造の一部となっていることが確認された。また、
キーワードの頻度で高くなった「高等学校」については、「物理」「化学」「生物」と結びついた
構造となっている。 

（4）結果のまとめ 
 本研究では、改組が進められてきた教職大学院における理科教育に関する実践研究の実態と
今後の課題を明らかにしようとした。そこで全国の教職大学院の実態調査や最近提出された理
科関連の実践報告書を収集した。収録できた実践報告書は 38教職大学院から 351編である。 
 分析の結果、近年の教職大学院の改組を経て、同大学院における実践研究の内容は、従来から
行われてきた理科教育学的研究に加えて、実験を含めた教材開発研究が１つの柱にもなってき
ている。実践報告書の構造分析より同大学院で行われる研究が授業実践に根差した研究となっ
ていることが読み取れる。これは教職大学院における課題解決のための実習制度が実践研究を
制度的に保障していることが大きい。また、黎明期では、小学校、中学校の研究が多かったが、
改組以降では、高等学校の研究が相対的に増えている。所属の理科関係の教員が増えたことで、
高等学校関係者の理科研究の受け皿にもなってきている。特に、この傾向は教材開発について認
められる。また、修士課程での理学的な研究が専門性の高いものになっていたが、教職大学院へ
の移行に伴い、例えば、「新潟県五頭連峰宝珠山の維管束植物相」の研究のように理学的な研究
としても高いレベルを保ちつつ地域に根差した研究となっていることから、その地域の小・中・
高等学校の理科教員に有益な情報を提供することが出来るものとなってきている。 
一方で、理科教育の理論研究や国際的な研究については、ほとんど研究例を認めることができ
なかった。これらの研究については、従来の修士課程に期待することになるかも知れない。また、
教職大学院のカリキュラムは、新設当初、教科色が薄められてきた。しかし、ここ数年、教科内
容を含むコースが増えてきている。今後、この変化がどのような成果を上げていくのか注意深く
見ていく必要があるだろう。教職大学院は全国に 54校が設置され進学希望者にとって進学しや
すい環境になってきている。しかし、現状、理科関連の教員がすべての教職大学院に配置されて
いるわけではない。教職大学院の規模との兼ね合いもあるが、教科の問題については今後も検討
が必要となるだろう。 
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